
  

 

 

 

 

 

（今回のアンケート調査の目的、狙い） 

㈱ちばぎん総合研究所（公益財団法人ひまわりベンチャー育成基金【調査研究部門 千

葉経済センター】）から調査を受託）では、県内企業に対し、「2024 年の景気見通し」、「最

低賃金の改定」、「販売価格設定」について以下の要領でアンケート調査を実施した。 

 

 

 

 

2024年の景気見通し、最低賃金の改定、販売価格設定 

についてのアンケート調査結果 

（注）調査票の回収数は 198 だが、設問ご

とで回答数が異なるため、各問での

有効回答数（母数：n）は異なる。 

業種別・本社所在地別・規模別回答企業数

（単位：社）

県内 県外 大企業 中小企業

全産業 198 175 23 73 125

製造業 106 91 15 23 83

食料品 23 17 6 10 13

石油・化学 10 5 5 4 6

プラスチック 8 7 1 1 7

窯業・土石 9 9 0 0 9

鉄鋼・非鉄金属 8 8 0 1 7

金属製品 14 11 3 2 12

一般・精密機械 9 9 0 2 7

電気機械 7 7 0 1 6

輸送用機械 9 9 0 2 7

その他製造 9 9 0 0 9

非製造業 92 84 8 50 42

建設 13 11 2 7 6

運輸・倉庫 11 11 0 3 8

卸売 16 14 2 6 10

小売 14 13 1 10 4

ホテル・旅館 9 8 1 6 3

サービス 29 27 2 18 11

注）大企業、中小企業の区分は下記による。

大企業…資本金１億円以上。ただし、卸売業は5,000万円以上、小売業、

ホテル・旅館業、サービス業は3,000万円以上とする。

中小企業…資本金１億円未満。ただし、卸売業は5,000万円未満、小売業、

ホテル・旅館業、サービス業は3,000万円未満とする。

本社所在地 企業規模
合計

1． 対象企業… 千葉県内に本社または

事業所を有する企業

2． 方　　法… 郵送によるアンケート

方式

3． 実施期間… 配付：2023年12月 1日
回収：2024年 1月15日

4． 回答状況… 調査対象企業　533社

内有効回答数  198社

有効回答率　　37.1％

調　査　要　領　
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１．2024年の景気見通し 

 

 

 

24 年の国内景気見通しについて、「好転」（「好転」＋「やや好転」、以下同じ）するとみ

る企業は 29.1％、「悪化」（「悪化」＋「やや悪化」、以下同じ）とする企業は 19.9％となり、

２年ぶりに「好転」が「悪化」を上回った（全産業）。 

 

（１）24年の国内景気は 23年と比べてどのようになるとみていますか。 

【アンケート回収期間中の市況の動き】

回収期間
為替相場

（東京市場17時時点）
日経平均株価終値

（今回）
24年の景気見通し

23年12月1日
～24年1月15日

144.26円/ドル 33,459.91円

23年の景気見通し
22年12月1日

～23年1月13日
134.08円/ドル 26,945.71円

22年の景気見通し
21年12月1日

～22年1月13日
114.28円/ドル 28,565.20円

21年の景気見通し
20年12月1日

～21年1月12日
103.73円/ドル 26,938.27円

20年の景気見通し
19年12月2日

～20年1月15日
109.16円/ドル 23,656.62円

（出所）日本経済新聞、日本銀行
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 製造・非製造業別および規模別にみると、ネット「好転」幅（「好転」社数構成比－「悪

化」社数構成比）は、製造業、非製造業ともに大企業で大幅なプラスとなっており、とり

わけ、製造業（▲15.0％ポイント→＋34.8％ポイント）の改善が目立つ。中小企業は製造

業で見方が拮抗し、非製造業は前年調査と同様にマイナスとなっている（▲16.6％ポイン

ト→▲12.1％ポイント）。 
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業種別・規模別にみると、景気が「好転」とみる企業が多い（50％超）業種は、製造業

で、「石油化学」（大企業 75.0％）、「窯業土石」（中小企業 66.6％）、非製造業で、「卸売業」

（大企業 66.7％）、「ホテル旅館」（同 66.7％）などとなっている。 

逆に、悪化（「悪化」＋「やや悪化」）とみる企業が多い（50％超）業種は、「鉄鋼非鉄」

（中小企業 57.2％）となっている。 

 

 

 

（単位：％）

好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化 好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化

食料品 10.0 20.0 70.0 0.0 0.0 0.0 38.5 38.5 23.1 0.0

石油化学 25.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0

プラスチック 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 71.4 14.3 14.3

窯業土石 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 22.2 11.1 0.0

鉄鋼非鉄 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 14.3 28.6 42.9 14.3

金属製品 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 16.7 16.7

一般精密 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 42.9 42.9 14.3 0.0

電気機械 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 16.7 33.3 33.3 16.7

輸送用機械 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 14.3 57.1 0.0 28.6

その他製造業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 66.7 11.1 0.0

合計 8.7 30.4 56.5 4.3 0.0 3.6 22.9 48.2 16.9 8.4

好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化 好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化

建設業 0.0 16.7 66.7 0.0 16.7 0.0 0.0 83.3 16.7 0.0

運輸倉庫 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 12.5 25.0 50.0 12.5 0.0

卸売業 0.0 66.7 16.7 16.7 0.0 0.0 10.0 50.0 40.0 0.0

小売業 0.0 30.0 60.0 10.0 0.0 25.0 0.0 25.0 50.0 0.0

ホテル旅館 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 5.6 33.3 50.0 11.1 0.0 0.0 10.0 60.0 30.0 0.0

合計 4.1 36.7 46.9 10.2 2.0 4.9 9.8 58.5 26.8 0.0

非製造業

大企業 中小企業

24年の国内景気見通し（業種別・規模別）

製造業

大企業 中小企業
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  24 年の業況について、「好転」とみる企業は 26.1％、「悪化」とみる企業は 24.1％とな

り、３年連続で「好転」が「悪化」を上回った（全産業）が、「ネット好転幅」は＋2.0％

ポイントと差はわずかである。 

 

製造・非製造業別及び規模別にみると、ネット好転幅は、製造業・非製造業ともに大企

業で大幅なプラスとなる一方、中小企業はいずれもマイナスとなっている。 

 

（２）24年の貴社の企業景気（業況）は 23年と比べてどのようになるとみていますか。 
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業種別・規模別にみると、業況が「好転」とみる先が多い（50％超）業種は、製造業

では、「プラスチック」（大企業 100％）、「電気機械」（同）、「石油化学」（大企業 75.0％）、

「窯業土石」（中小企業 55.5％）など、非製造業では、「ホテル旅館」（大企業 66.7％）

となった。一方、「悪化」とみる先が多い（50％超）業種は、製造業では、「鉄鋼非鉄」

（中小企業 57.2％）、「電気機械」（同 66.7％）など、非製造業では、「ホテル旅館」（同

66.6％）などとなり、「電気機械」、「ホテル旅館」では、大企業と中小企業で見方が分

かれた。 

 

 

（単位：％）

好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化 好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化

食料品 10.0 10.0 80.0 0.0 0.0 0.0 30.8 61.5 7.7 0.0

石油化学 25.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0 33.3 50.0 16.7 0.0

プラスチック 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 42.9 42.9 0.0

窯業土石 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 22.2 33.3 11.1 0.0

鉄鋼非鉄 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 14.3 28.6 42.9 14.3

金属製品 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 33.3 16.7

一般精密 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 42.9 42.9 14.3 0.0

電気機械 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0

輸送用機械 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 16.7 50.0 0.0 33.3

その他製造業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 22.2 11.1

合計 8.7 30.4 56.5 4.3 0.0 3.7 17.1 47.6 24.4 7.3

好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化 好転 やや好転 横ばい やや悪化 悪化

建設業 0.0 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 83.3 16.7 0.0

運輸倉庫 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0 37.5 0.0

卸売業 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 20.0 50.0 30.0 0.0

小売業 0.0 30.0 60.0 10.0 0.0 25.0 0.0 50.0 25.0 0.0

ホテル旅館 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3

サービス業 11.1 27.8 50.0 11.1 0.0 0.0 0.0 60.0 40.0 0.0

合計 6.1 32.7 49.0 10.2 2.0 4.9 9.8 51.2 31.7 2.4

非製造業

大企業 中小企業

24年の企業景気見通し（業種別・規模別）

製造業

大企業 中小企業
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24年の期待材料（注目テーマ）は、「消費の拡大」（45.1％）が最も多く、「雇用・賃金環

境の改善」（28.2％）、「新型コロナウイルス感染症の終息・鎮静化」（21.0％）が続いた。 

前年調査と比較すると、「雇用・賃金環境の改善」（＋16.1％ポイント）や「消費の拡大」

（＋9.3％ポイント）、「海外需要の回復」（＋8.6％ポイント）が大きく増加した。 

 

 

（３）24年の期待材料（注目テーマ）は何ですか。（複数回答可） 

　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

　（－）は今回よりアンケート項目に追加
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消費の拡大

雇用・賃金環境の改善

新型コロナウイルス感染症の終息・鎮静化

デフレ脱却、販売価格の上昇

公共投資（インフラ整備等）、設備投資の拡大

政府の経済対策

為替相場の安定

訪日客の増加

海外需要の回復

ウクライナ危機の緩和

デジタル化の進展

働き方改革の進展

中東危機の緩和

金利の安定

米中対立の緩和

技術革新の進行

脱炭素化の加速

株価の上昇

地方創生事業の本格化

スタートアップの育成・支援の拡大

供給制約の緩和

その他

（％）

MA n=195

24年の期待材料（全産業）

（68.4）

（17.9）

（15.3）

（26.3）

（35.8）

（12.1）

（13.2）

（4.7）

（16.8）

（27.4）

（4.2）

（6.3）

（6.3）

（7.4）

（1.6）

（－）

（4.2）

（6.3）

（1.6）

（0.0）

（5.8）

（3.2）
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24年の懸念材料（今後警戒すべきリスクイベント）では、「コスト（原材料・仕入価格・

輸送費）の上昇」（67.7％）が最も多く、「物価上昇等による消費の低迷」（53.6％）、「人手

不足の深刻化、人件費上昇」（53.1％）が続いた。 

前年調査と比較すると、「物価上昇等による消費の低迷」（＋26.1％ポイント）、「人手不

足の深刻化、人件費上昇」（＋15.0％ポイント）などの増加が目立った。 

 

 

 

 

（４）24年の懸念材料（今後警戒すべきリスクイベント）は何ですか。（複数回答可） 

　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

　（－）は今回よりアンケート項目に追加

67.7

53.6
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29.7

26.6

18.2

13.0

12.0
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コスト（原材料・仕入価格・輸送費）の上昇

物価上昇等による消費の低迷

人手不足の深刻化、人件費上昇

上昇するコストの転嫁の難しさ

原油価格の上昇

時間外労働規制強化（「2024年問題」）の影響

為替相場の大幅な変動

自然災害の発生

金利の上昇

ウクライナ危機の深刻化

公共投資（インフラ整備等）、設備投資の低迷

雇用・賃金環境の悪化

米中対立の深刻化

中東危機の深刻化

海外需要の落ち込み

新型コロナウイルス感染症の拡大・長期化

脱炭素化の加速

供給制約の長期化

株価の下落

財政問題の深刻化

その他

（％）

MA n=192

24年の懸念材料（全産業）

（38.1）

（38.1）

（9.5）

（13.8）

（76.7）

（27.5）

（25.4）

（14.8）

（－）

（23.3）

（11.1）

（4.2）

（－）

（10.1）

（50.3）

（4.8）

（2.1）

（5.8）

（3.7）

（2.1）

（3.2）
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２．最低賃金の改定の影響について

 

23 年度の最低賃金の引き上げ幅（前年比＋4.3％程度）について、「妥当である」とする

企業は 56.9％と半数を超え、前年調査から 4.8％ポイント上昇した。また「高い」とする

企業（「高い」（11.3％）＋「過去の継続的な引き上げを考慮すると高い」（23.1％））が３

割強にのぼる（34.4％）一方で、「低い」とする企業は 1.0％にとどまった。 

 

製造・非製造業別、規模別にみると、「高い」とする企業は、「製造業中小企業」（38.6％）

で最も多く、「非製造業大企業」（34.7％）、「非製造業中小企業」（35.0％）でも 30％を超え

ている。 

（１）10月１日より、千葉県の最低賃金は、それまでの 984円から 42円引き上げと

なる 1,026円に改定されました。貴社では、この引き上げ幅（前年比＋4.3％程度）

についてどのようにお考えですか。 

　　　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

高い

11.3%

（10.4）

過去の継続的な引き上げ

を考慮すると高い

23.1% （21.4）

妥当である

56.9%

（52.1）

低い

1.0%

（5.7）

わからない

7.7% （10.4）

最低賃金引き上げ幅についての考え（全産業）

n=195

　　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

4.3

13.3

10.2

12.5

13.0

25.3

24.5

22.5

69.6

53.0

55.1

60.0

0.0

1.2

2.0

0.0

13.0

7.2

8.2

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業大企業

n=23

製造業中小企業

n=83

非製造業大企業

n=49

非製造業中小企業

n=40

高い 過去の継続的な引き合げを考慮すると高い 妥当である 低い わからない

（5.0）

（24.4）

（10.0）

（25.9）（8.6）

（5.0）（5.0）（75.0）

（44.4）

（14.6）

（12.0）

（8.6）（12.3）

（2.0）（10.0）

（4.9）（9.8）（46.3）

（16.0） （60.0）

n=83

n=49

n=40
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最低賃金の引き上げが業績に及ぼす影響では、「影響はない」（48.5％）とする企業が最

も多く、「マイナスの影響がある」（33.0％）、「わからない」（16.5％）が続いた。前回調査

との比較では、「マイナスの影響がある」とする先が＋2.1％ポイント、「プラスの影響があ

る」とする先が＋0.5％ポイント上昇した。 

 

製造・非製造業別、規模別にみると、「マイナスの影響がある」の企業割合は、非製造業

大企業（36.7％）、非製造業中小企業（35.9％）、製造業中小企業（31.3％）、製造業大企業

（26.1％）の順となっている。 

（２）今回の最低賃金の引き上げは、貴社の業績にどのような影響がありますか。 

　　　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

プラスの

影響がある
2.1%

（1.6）

マイナスの影響がある

33.0%

（30.9）

影響はない

48.5%

（56.5）

わからない

16.5%

（11.0）

最低賃金改定が業績へ与える影響（全産業）

n=194

　　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

0.0

2.4

2.0

2.6

26.1

31.3

36.7

35.9

56.5

43.4

51.0

51.3

17.4

22.9

10.2

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業大企業

n=23

製造業中小企業

n=83

非製造業大企業

n=49

非製造業中小企業

n=39

プラスの影響がある マイナスの影響がある 影響はない わからない

（0.0）

（24.4）

（15.0）

（38.8）（2.5）

（5.0）（80.0）

（50.0）

（2.4）

（0.0）

（8.8）

（10.0）

（19.5）（53.7）

（30.0） （60.0）

n=83

n=49

n=39
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最低賃金の引き上げによる消費回復の効果についての設問では、「わからない」（54.4％）

が最も多く、「効果なし」（31.6％）、「効果あり」（14.0％）が続いた。前回調査との比較で

は、「わからない」が半数以上を占めるものの、「効果なし」が 10.6％ポイント低下、「効果

あり」とする先が 2.5％ポイント上昇し、物価高が続くもとで賃上げによる消費刺激効果へ

の一定の期待がうかがわれる。 

 

製造・非製造業別、規模別にみると、「効果あり」の企業割合は、非製造業大企業（20.4％）、

製造業中小企業（14.5％）、製造業大企業（13.6％）、非製造業中小企業（5.1％）の順とな

っている。 

（３）最低賃金の引き上げは今後の消費回復に効果があると思いますか。 

　　　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

効果あり

14.0%

（11.5）

効果なし

31.6%

（42.2）

わからない

54.4%

（46.4）

今後の消費回復効果（全産業）

n=193

　　（　 ）内は22年12月調査実績、単位：％

13.6

14.5

20.4

5.1

22.7

32.5

18.4

51.3

63.6

53.0

61.2

43.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業大企業

n=22

製造業中小企業

n=83

非製造業大企業

n=49

非製造業中小企業

n=39

効果あり 効果なし わからない

（2.4）

（20.0）

（12.3）

（40.0）（40.0）

（42.0） （45.7）

（56.0）

（39.0）（58.5）

（14.0） （30.0）

n=83

n=49

n=39
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３．今後の販売価格設定について 

 

 

今後の販売価格について、23年度中（23年 12月以降）に「値上げを実施する」又は「値

上げの実施を検討している」先は 46.0％（21.4％＋24.6％）となった。24年度の値上げ実

施・検討先も 45.5％（19.0％＋26.5％）と、ほぼ同割合となっている。 

製造・非製造業別にみると、値上げを実施・検討する先は、23年度、24年度ともに非製

造業が製造業を上回っている。 

 

以上 

今後の貴社の製品・サービス価格の改定計画についてお聞かせください。 

19.0

21.4

26.5

24.6

12.7

18.7

41.3

33.2

0.5

1.1

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

24年度

n=189

23年度

n=187

値上げを実施する

値上げの実施を検討している

改定する予定はない

今のところ改定予定は無いが、今後のコスト動向によっては値上げ又は値下げを検討する

値下げの実施を検討している

値下げを実施する

今後の価格戦略（全産業）

21.9

15.5

24.8

17.1

21.0

33.3

18.1

32.9

16.2

8.3

21.9

14.6

40.0

42.9

31.4

35.4

1.0

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

1.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

n=105

非製造業

n=84

製造業

n=105

非製造業

n=82

値上げを実施する

値上げの実施を検討している

改定する予定はない

今のところ改定予定は無いが、今後のコスト動向によっては値上げ又は値下げを検討する

値下げの実施を検討している

値下げを実施する

24年度

23年度


